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１ 「秋田県農林漁業振興臨時対策基金」について．

農 林 政 策 課

１ 基金創設の背景

○ 戸別所得補償制度の導入や土地改良事業の大幅な縮減など、国の農林漁業政策が大

きく転換する中にあって、先行きの不透明さから、本県農林漁業者には営農計画や将

来に向けた投資などに対する不安感が広がっている。

○ また、本県農林漁業の現状を見れば、担い手確保についての深刻な状況、止まらな

い米価下落、魚価・木材価格の長引く低迷に加え、貿易自由化の動きなどの外部環境

もあり、いま、思い切った構造転換を図らなければ、農林漁業が産業として存続して

いけるかどうかという瀬戸際にある。

２ 基金の目的

○ 県内の農林漁業者が将来を展望し、安心して農林漁業に取り組める環境を整備する

ため、国の政策動向にかかわらず、一定の支援水準を確保する対策を実施する。

○ また、競争力を高め、産業として自立できる経営体質への転換を図るため、農林漁

業の構造的な改革を加速する対策を集中的に実施する。

○ 農林漁業者が経営発展に向けて計画的に取り組めるよう、対策の概要をあらかじめ

提示するとともに、中期的・安定的な財源として基金を造成する。

３ 基金の設置期間

○ 平成２２年度から平成２７年度

○ 基金を活用した事業の実施は平成２３年度から平成２７年度

４ 積立規模

○ １００億円程度（当面３年間の事業に充てるもの）

５ 基金の使途

。 、 、 。○ 別紙のとおり ただし 今後 市町村及び関係団体の要望も踏まえ使途を決定する

６ １２月定例会への提案内容

(1) 基金設置条例案

基金の目的、使途、管理、設置期間等を規定

(2) 基金積立予算案

今回積立額３５億円
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積上額
（３年間）

１　重点品目への激変緩和措置
・重点品目や地域特認作物について助成水準を維持・確保するため助成を実施

1,813百万円 50百万円

２　環境保全型農業支援 240百万円
・化学肥料、化学合成農薬を減らすなど環境保全型農業実践者に対し取組面積に応じて支援

240百万円

2,234百万円 ３　漁業担い手緊急確保対策 78百万円
・資源管理漁業実践者の経営安定を図るため共済加入への支援、漁業生産維持のため
後継者の確保への支援

181百万円 ４　・秋田のサケ資源造成対策 103百万円
・本県の重要魚種であるサケの生産維持のため稚魚放流数確保と放流体制強化の取組への支援

１　農業法人の経営発展支援 455百万円
・法人化の推進、稲作部門の合理化と複合化に向けた施設・機械の導入支援

455百万円
２　農地利用集積緊急対策 50百万円

・農地の面的集積を加速するための経営規模拡大面積に応じた支援
50百万円

３　新規農業参入者のチャレンジ支援 88百万円

593百万円 ・新規参入者の拡大のための営農開始時の立ち上げ経費の助成

88百万円

１　農業者による新ビジネス展開支援 134百万円
・食農観ビジネスに取り組む意欲的な農業法人等に対するハード支援

２　米粉活用商品の製造支援 42百万円
・米粉製品を製造するための機械設備等への助成

260百万円 ３　県産農産物・食品の輸出促進 21百万円
260百万円 ・生産者等の海外での販売促進活動や自主的な輸出に対する支援等を実施

４　秋田の地魚加工商品開発・販売の推進 63百万円
・地魚の高付加価値化を図るため、漁業者グループ等による簡易加工品開発・販路拡大等への
支援

１　高収量・高品質を実現する排水強化対策 1,172百万円
・収量・品質の向上に向け排水機能を強化するためモミガラ補助暗渠の施工を短期集中的に支援

２　中山間地域農業の活性化に向けた小規模基盤整備 218百万円
・地域における重点作目拡大に必要な農道や排水路などの小規模な基盤整備を緊急に実施

1,629百万円
３　農業水利施設長寿命化対策 239百万円

・農家負担軽減のため老朽化した水路やゲートなどの長寿命化対策を緊急に実施

４　夢プラン後継対策 1,713百万円
・戦略作物の生産拡大を重点的に支援するため夢プランを拡充

５　えだまめ日本一総合支援 321百万円
・日本一を目指し、機械化一貫体系の導入や１００日出荷体制の確立に向けた取組を支援
・実需とタイアップした販促や加工品等の商品ラインナップの拡大などを支援

4,007百万円
６　メジャー野菜の周年出荷体制整備 12百万円

・ねぎ、アスパラガスの周年出荷に向け、新作型導入や単収アップへの支援

2,378百万円 ７　リンドウ・ダリア全国トップブランド産地育成 58百万円
・民間育種家と連携した県オリジナル品種の開発・普及から生産拡大、販売対策を支援

８　果樹産地育成対策 124百万円
・県オリジナル品種等の販売体制を確立するとともに共同防除組織の再編等を支援

９　秋田牛ブランド強化拡大対策 150百万円
・統合市場の開設に合わせ肥育経営の体質強化と秋田牛の生産拡大を図るため、素牛導入を支援

１　あきた米販売対策緊急支援 300百万円
・早期売りきりに向け、米産地秋田のイメージを前面に打ち出したプロモーション活動を実施

　
２　米粉用米の需要拡大 【再掲】

300百万円 ・企業訪問や米粉利用の普及など米粉用米の需要開拓活動を実施

３　あきた米品種再編・販売力強化 248百万円
・あきたこまち以外の集荷・貯蔵を拡大するためのカントリーエレベーター改修等の経費を助成

548百万円
248百万円 ４　農業法人の経営発展支援 【再掲】

・米についてはあきたこまちからの品種転換を要件としてハード支援を実施

１　秋田スギ未利用資源の活用促進 300百万円
・集約化施業の推進によりスギ原木生産を拡大するため、素材を供給する森林所有者に助成

２　秋田スギラミナ生産供給体制の整備 950百万円
・集成材原材料を県産スギ材へ転換するための施設設備に支援

1,878百万円
３　秋田スギ製品品質向上の促進 400百万円

・品質性能の確かな木製品を生産するため、乾燥等の機械設備導入を支援

４　木を活かした「あきたの街づくり」の支援 228百万円
・県産材を活かした環境に優しい住宅や街並みづくりのため普及促進を実施

2,358百万円 ５　ナラ材等広葉樹資源の活用 480百万円
・多様な需要に応じたナラ材の安定供給に向け、現況調査から搬出までの経費を助成

480百万円

100億円

あきたの顔となる
ナショナルブランドの創出

認定農業者等の規模拡大

戦略作物の生産拡大を
支える基盤整備

農業法人の経営安定対策

新規農業参入者の拡大

資源管理を実践する漁業
者の所得確保

未利用広葉樹資源
の活用

農業・漁業主導による
食・農・観ビジネスの推進

県独自の支援水準確保

環境直接支払への対応

こまち依存からの転換

秋田スギ材の利用拡大

売り切る秋田米販売
戦略の展開

秋田県農林漁業振興臨時対策基金（仮称）

　自立強化のための集中実施対策

激変緩和（所得補償）措置

秋田県農林水産業の再構築

激変緩和措置による
農林漁業者の所得の

確保

あきた米売り切り
体制の構築

米を上回る高収益
農業の実現

競争力をもった
農業者の確保・育成

集成材原料の秋田スギへの
転換と未利用資源の活用

食・農・観ビジネスの
創出
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２．農業農村整備工事における緊急農家雇用について

農地整備課

米価下落や作柄低下の影響を受け、農業経営の厳しさが増していることから、総合評価

落札方式に「農家雇用」の評価を新たに設定し、地元農家の雇用促進と工事の品質向上を

図る。

１ 目 的

地元農家を雇用することにより、地域固有の課題（農業用水の反復利用、軟弱地盤

対策、石礫除去、進入路の位置形状など）に適切に対応できるなど、農家目線に立っ

たきめ細やかな施工により、工事の品質向上を図る。

２ 評価方法

総合評価落札方式の「施工計画型」を適用し、農家の雇用割合（総労務者数に対す

る「地元農家」の雇用延べ人数）に応じた評価を行う。

３ 評価対象

評価の対象となる「地元農家」は、次のいずれかに該当する者とし、その者と生計

を同一にする者も含める。

(1) 当該地区の受益農家

(2) 当該市町村の農業委員会の農地基本台帳で確認できる者

４ 対象工事

予定価格が４千万円以上の農業農村整備工事で 「地元農家」の就労による効果が、

期待できる工事。

(1) ほ場整備工事（区画整理、暗渠排水、客土）

(2) 用排水路工事（幹線を除く支線・小用排水路）

５ 平成２２年１２月から適用


